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投 資 D A T A

いくらから買える？ 139,300円
株価 　　 1,393円
配当 　　 34円（20.3予）
 　　 30円（19.3）
最低取引株数　100株
市場  　　東京1部

投 資 の ポ イ ン ト

2.44%

〒163-0558
東京都新宿区西新宿1-26-2
新宿野村ビル
   03-5381-0728
　　 http://www.matsuda-sangyo.co.jp/

予想配当利回り
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松田産業
限りある地球資源の有効活用を通して豊かな未来を追求する企業限りある地球資源の有効活用を通して豊かな未来を追求する企業

松田産業グループは、
「限りある地球資源を有効活用し、
業を通じて社会に貢献する」を理念に
成長性と安定性のある
企業づくりを行っている。

貴金属・環境・食品の事業を核に、
地球資源の有効活用に貢献。

人を豊かに、
地球を
美しく

株価チャート

松田産業は、内部留保とのバランスを考慮した株主への利益
還元を基本方針とし、堅実経営を背景とした安定配当を継続
している。

グローバルに安全・安心な食材を調達

貴金属リサイクルと産業廃棄物処理

安定的な配当を継続

便利なQ
UOカー

ドを

贈呈して
おります

！

事業内容の詳細はこちら→ http://www.matsuda-sangyo.co.jp/検 索 松  田  産  業

貴金属関連事業   

食品関連事業

フィリピン現地法人

マレーシア現地法人

シンガポール現地法人

タイ現地法人（バンコク）
タイ現地法人（アユタヤ）

ベトナム現地法人（フンエン）

ベトナム現地法人（ホーチミン）

中国現地法人（青島）
中国現地法人（蘇州）

台湾現地法人

赤文字：食品関連の海外拠点        青文字：貴金属関連の海外拠点   

世界各国から水産
品・畜産品・農産品な
どの食品原材料を仕
入れ、食品加工メー
カーなどに安定的に
供給。安全・安心かつ
高品質で付加価値
の高い食材の調達・
販売で着実に成長。

東アジアNo.1リファイナーを目
指し、グローバル競争に対応した
商品・サービスと地域戦略を強化。

海外拠点を基点に世界中に広が
る供給ネットワークを形成。また、
三国間貿易なども積極的に展開。

事業拡大を目指し続 と々海外に拠点展開中！

28円

2020.3（予）

34円

2015.3

25円

Topics❷Topics❶

28円

2017.3

※同一株主番号で３月末および９月末現在の株主名簿に
　１００株以上の保有を３回以上連続で記載されること

28円

2018.3

30円

2019.3

B usiness Model G  lobal 拠点の拡充でさらなる成長！

貴金属資源の有効活用を図る「貴
金属事業」、多様化する産業廃棄物
に多彩な技術で対応する「環境事
業」、食材を世界の生産地からお客
様へ提供する「食品事業」、この3 
事業で安定性と成長性のある企業
づくりを実現している。創業以来の
もったいない精神を基盤とした松
田産業の事業推進そのものが社会
貢献であり、事業を通じて地球環境
の保全と循環型社会の構築に貢献
している。

2019年3月期から2020年3月期にかけて、関工場の設備へ約36億円の追加投資を実施し、貴金
属リサイクル原料の集荷拡大を図る。食品関連事業も、顧客ニーズを的確にとらえたきめ細やかな営
業活動を展開し、着実に収益を伸ばしている。

エレクトロニクス業界等
から回収した貴金属含有
原料をリサイクルし、薄
膜材料・貴金属めっき薬
品などの電子材料や金・
銀などの貴金属地金を
製造・販売。また、廃酸・廃
アルカリなど産業廃棄物
の収集・運搬と無害化処
理サービスも提供。

2,000 円 相当の
オリジナル「QUOカード」
贈呈!

2,000 円 相当の
オリジナル「QUOカード」
贈呈!

3月末100株以上1年以上の継続保有※の株主へ

株  主  優  待株  主  優  待

マレーシア現地法人

B usiness Model

貴金属関連事業

食品関連事業

2016 年9 月に取得した岐阜県関
工場において、前処理設備の拡充を
目的に2018～2019 年度にかけ
て約36億円の追加投資を実施中。

2019年2月台湾に新たな現地法人を設立。
東アジアにおける電子材料販売など貴金属事業の拡充を図ってゆく。 2016.3

国内

海外

関工場に36 億円の追加投資を実施、設備の
拡大で成長を促進。

台湾に現地法人設立で
海外拠点のさらなる躍進に期待。

7456


